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法務局から不動産登記に関する大切なお知らせです。

●相続登記が令和６年４月から義務化されました。
相続人は、不動産（土地・建物）を相続で取得したことを知った日から３年以内

に相続登記の申請をしなければなりません。また、令和６年４月１日以前に発生し
た相続についても、相続登記がされていないものは令和９年３月３１日までに相続
登記の申請をしなければなりません。

●住所等変更登記が令和８年４月から義務化されました。
不動産の所有者は、住所や氏名・名称に変更があったときは、変更の日から２年

以内に変更登記の申請をしなければなりません。また、令和８年４月１日以前に住
所等を変更した場合であっても、変更登記がされていないものは、令和１０年３月
３１日までに変更登記の申請をしなければなりません。

あなたの遺言書、法務局が守ります！
法務局では“自筆証書遺言書保管制度”を実施しています。

制度の
概要

詳しくは、法務省ホームページをご覧ください。
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji03_00051.html

詳しくは、法務省ホームページをご覧ください。
https://www.moj.go.jp/MINJI/minji05_00343.html


